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DX戦略



トップメッセージ 「DXで切り拓く製造業の未来」

近年、私たちを取り巻く社会やビジネス環境はかつてない速度で変化を遂げています。新
型コロナウイルスを契機にリモートワークが当たり前となり、AIが日常のあらゆるシーンで活
用されるようになりました。これらは単なる変化ではなく、デジタル技術が社会の新たな基
盤となり、人々の生活や価値観、企業の在り方を根底から変えつつある象徴です。

しかし、日本の企業の多く、特に中小企業では、DX（デジタルトランスフォーメーション）
が未だ十分に進んでおらず、従来のアナログな業務フローに留まっているのが現状です。日
本のデジタル分野における遅れは国際競争力の低下にも直結しており、グローバル市場で
の地位を再び築くためには、今こそ変革の必要性を強く認識する時です。

私たちは、この危機感を共有し、DXを単なる技術導入にとどめず、「競争力の源泉」とし
て捉え、ビジネスモデル、企業文化、働き方の全てを刷新することを目指します。デジタル
技術を活用し、持続的成長を支える新たな仕組みを創り上げる――これが私たちのDX
戦略の核です。

本計画の中核には、単に効率を上げるだけでなく、従業員の自己成長を促進し、顧客や
地域社会と共に価値を創造する姿勢があります。私たちは「デジタルを通じて人と企業を
繋ぎ、未来を共に切り拓く」という信念のもと、DX推進に取り組みます。

DXを進める中で、私たちは中小企業のロールモデルとなり、信頼されるパートナーとして業
界をリードしていきます。全社員一丸となり、この変革を未来への投資と捉え、皆様と共に
歩み続ける企業を目指します。

代表取締役社長 徳安 健司



経営ビジョン

「人と技術をつなぎ、地域と世界をささえ、
心と未来をうごかす価値づくりを」



“変化を価値に、共創を文化に”

未来への進化をつなぐ

価値づくりの会社へ

DXビジョン



DX人材を育成確保し、誰もが活躍できる企業へ

• 一定のスキルを持つDX人材の割合を全社員の4０％以上へ

• ベトナムとの連携を強化し、本社とベトナムを同システムで管理。

• デジタル技術を活用した新規事業の立ち上げ

Step
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人的基盤の整備

⚫ 定期的な研修の実施によるDXリテラシーと

スキルの向上。

⚫ DX人材の採用強化。

⚫ DXに関する一定のスキルを持つ社員に

対する評価制度の確立。

⚫ 様々な分野へデジタル技術を導入するに

あたっての硬直マインドセットの打破。

生産性の向上と標準化

⚫ デジタル技術の活用によりデータの収集と

標準化を進め、データとマニュアルを

根拠に問題点を改善する風土の醸成。

⚫ 定型業務は可能な限りRPA化し、

生成AIの活用により省人化を推進。

⚫ AIとデータの活用による業務の最適化。

新しい顧客価値の創出

新たな付加価値の付与へ

⚫ 既存業務とデジタル技術を融合させ新たな

アプローチから付加価値を付与。

⚫ 築き上げた人的資源やノウハウを活用し

新規事業の立ち上げも視野に含めた

新たな取り組みを推進。

⚫ 業種業界の壁を越えた地域社会の貢献、

地域人材の育成、産学官連携。

⚫ DXによる地方創生など。

デジタル技術による既存業務の強化戦略推進の基盤となる人材の育成・確保 新たな可能性の模索へ

DX戦略の実現に向けたロードマップ

長期

ビジョン



DX戦略策定の背景(社外要因)

①止まらない国内の少子高齢化

国内労働力の不足が確実

今後国内で労働力を確保する
ことが難しくなっていく。

②海外進出の加速による競争激化

競争力維持のための海外進出が必須

人件費が安く、市場に近い場所での生産が
必要になっていく。



DX戦略策定の背景(社内要因)

①社員の高齢化の進行 ②業務が属人化している

若手社員は減少し、年配社員が増加する

若者が定着し、年配者も活躍し
誰もが働きやすい職場へ

標準化されておらず、教育も不十分

戦力化が遅くなり、教育コストが嵩む。
教育の不備による退職者や仕事内容の成長がない。

弊社の問題点に関する
ブレストでの意見



戦略策定の目的

①少子高齢化の進行によって、新規採用の難易度は年々上昇しており、熟練従
業員のスキルやノウハウの継承が難しくなっていくことは確実である。このままでは
弊社は競争力を失っていくことが予想される。

②今後、競争力を維持する上では海外進出は必須である。弊社はすでにベトナ
ムへ進出しており、今後もデジタル化や教育などで連携をより深めていく必要がある。

DXを推進し、生産性と付加価値の向上を推進するとともに業務の標準化
を実施する。また、生成AI等の活用により、やる気さえあれば誰でも、
いつまでも働ける組織へと変革していかなくてはならない。
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DX 沿革

2011

2014

2015

2018

2019

製造DX

物流DX調達DX

IoT プロジェクションマッピング

営業T
システム兼務

資材T
システム兼務

1名1名

2020

2020~2022

基幹システム

マイグレーション

ノーコード オートシステムカレッジ

AI

人員配置最適化

システム部
発足

2名 3名 4名 5名 7名

2023

出荷検査システム

2022

電帳法対応

2024

DX推進部へ

社内wiki

生成AI活用



DX戦略の推進に向けた基本方針

DX戦略の推進にあたっては以下の３点を基本方針とする。

①DX人材の育成と確保 ②デジタル技術の活用促進

DX戦略を推進する人材確保

・定期的な社内大学(ASC)の実施によるス
キルとリテラシーの向上。
・デジタルスキルを持つ社員への新たな人事
評価制度の整備。
・DX人材の採用強化。
・硬直マインドセットの打破。

労働生産性の向上と業務の標準化

・デジタル技術の導入によるデータの収集。
・業務プロセスの見直しと自動化。
・自動化ツールの導入。
・データによる根拠に基づいたPDCAを回す
文化の醸成
・各種デジタルツールや生成AIを活用した
業務改革やベトナムとの連携強化。

③新たな可能性の模索

AIを活用した新規事業の模索

・DXを通じた外部との交流と越境学習。
・生成AIの積極的な全社活用。
・デジタル技術の活用による新規事業の模索、
 そのための社内ベンチャー的制度の整備。



どういったデジタル人材が求められるか？

IPA DX推進スキル標準
人材類型の定義 より

DX推進スキルに関して

・上記のスキルを持つ人材をバランスよく確保していく。
・弊社においては今後データ活用による工場の見える化
などを推進していくため,データサイエンティスト及びソフト
ウェアエンジニア、デジタル化に伴うセキュリティリスクの
増大に備え、サイバーセキュリティを優先的に確保。

・上記はBTCモデルといい、ビジネス、テクノロジー、クリエイ
ティブの三要素を有機的に連動させることで、イノベーション
を生み出すアプローチである。弊社におけるDX戦略において
も、本モデルに則って推進していけるよう、マインドセットの醸
成と人材の育成、確保を行う。

イノベーションスキルセット



デジタル技術の活用の方向性について

①データドリブン経営へ

・従来のシステムで集計したデータを加
工し、社内のあらゆる業務を見える化。
・データとマニュアルを根拠に
PDCAサイクルを回す文化を醸成。
・各種社内情報を一元化し、経営判断
のスピードと確度を上げる。

・生成AIなどの様々なツールを導入し、
定型業務は可能な限り自動化。
・Notionなどのツールを用いてノウハウ
を共有し、属人化を防ぎ、業務の標準化を推進。
・生成AIを活用し、マニュアル整備を推進。
・生成AIによる翻訳機能を活用し、マニュアルや
ノウハウをベトナムと共有。

②標準化とAIの活用 ③顧客価値の創出

・①、②の取り組みからコストの削減
品質の管理、納期の厳守につなげる。
・見積業務や顧客管理にツールを導入
し、顧客との意思疎通を円滑に実施し
気持ちよく取引を行ってもらえる企業へ。



AIの新たな可能性の模索について

①AIメンター教育

・生成AIをメンターとして活用し社

員教育を実施。特にマネジメント
層やその候補となる世代の社員
に対して積極的な利用を推進。

・営業社員に対するロールプレイ
の相手役などにも活用。

・生成AIをマーケティング業務へ活用
し、新規顧客の開拓を推進。
・収集したデータや現場のニーズを
RAG化し、戦略や新規製品を企画
また現場ニーズからマーケットインの
にもつなげていく。

②AIによる市場調査 ③画像生成AIの活用

・画像生成AIを活用し、新規商品の
デザイン案やイメージ図などを誰でも
作成できるよう利用を推進。
・HDC,UXを重視したコンセプトデザイン
を気軽に作成し、新たな発想を取り入れ
たデザインの作成を推進。

顧客



DXを通した新たな取り組みについて

①外部交流による越境学習

・DXを通じて外部機関や異業種との勉強会を自主的に企
画、積極的に交流を促すことで、業界を越えたオープンイノ
ベーションの可能性を模索。また越境学習で得た知見を自
社に還元していく。

②事業改革部の設立

・事業改革部を新たに立ち上げ、メンバーを公募。
・メンバーには様々なAIサービスのアカウントが付与されアイデア
の実現のために利用可能。
内発的動機に基づくプロジェクトの企画と経営への参画が可能。



弊社におけるDX戦略推進体制

経営陣

DX推進部/事業改革部

意思決定 戦略立案、推進事項の進捗報告、
DXに関する補佐、情報提供etc…

ワイヤーハーネス
事業部 管理本部

システム課

医療・装置
事業部

人員の供出
効果の報告

戦略の推進
研修の実施

システムに
関する支援外部機関等

情報発信
窓口業務

情報提供等

越境学習



DX推進における環境整備に向けた具体的方策

①DX人材の育成と確保 ②デジタル技術の活用促進 ③新たな可能性の模索

・各種オンボーディングのセッティング
・採用サイトの新規整備
 (R７年中に完成見込)
・Notionの利用拡大 etc…

・AI利用等による人員配置最適化
のための各種設備導入
・名刺管理・顧客管理(CRM)アプリ
の導入
・ベトナム新工場インフラ整備 etc…

・事業改革部の設立による社内ベ
ンチャー的制度の推進
・地元大学生の有償インターンによ
る共創DX(実施済み)

～毎年、営業利益の10％程度の投資を予定～



サイバーセキュリティについて

サイバーセキュリティにあたっては以下の３点を基本方針とする。

①全従業員のリテラシ向上

・全従業員にセキュリティリスクを周知し、
日々の業務で安全な行動がとれるよう
指導する。

②セキュリティ技術の導入

・UTMやエンドポイントセキュリティ等の基礎
的な防御策を徹底。
・拠点間BackupなどのBCP対策済み

③インシデント対応体制の整備

・緊急時の対応手順を整備し、インシデ
ント発生時には速やかに原因の特定と
被害の最小化に取り組む。

ゼロトラストネットワークの構築に向けて
着実にセキュリティの強化を行っていく。



戦略の達成状況に係る指標(KPI)について 【41期比】

+8%
営業利益率の向上

四半期ごとに評価

-5%
年間離職率の低減

半期ごとに評価

＋5%
労働生産性の向上

月次で進捗確認

41期� 売上約28億円
kintoneによるコスト削減効果� 30万×12か月� ＝� 360万�
360/4000×100 ＝� 9％�
8％増やすためにはさらに340万円コストを削減する必要がある。

製造業平均離職率 約１０％
採用コスト平均 約５０万円(１人)
弊社採用人数 約２０人(年)
現状年間２人が退職、１００万円のコストが無駄
教育の充実や負荷の低減などで離職率を低減
採用コストの無駄を抑える。

220(社員数)×8(時)×20(日)＝ 35200ｈ(月あたり)
労働生産性を5％向上させるためには
売上が同じ場合35200/1.05＝33523 -1677ｈ(月あたり)
労働時間が同じ場合 28億×1.05＝29.4億 +1.4億(年)

上記の達成状況については四半期ごとに評価し、必要に応じてリソースの更なる投入又は撤廃について検討する。



お問合せ

【志摩工場】 医療/装置

TEL:092-327-2052(代表)

FAX:092-327-2294

【本社工場】 ワイヤーハーネス

TEL:092-881-4533(代表)

FAX:092-882-6514

人と技術をつなぎ、地域と世界をささえ、心と未来をうごかす価値づくりを 

株 式 会 社 オ ー ト シ ス テ ム
Wire Harness / Medical Division / Device Production 
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